
不動産特定共同事業法改正案における追加スキームについて

資料2‐2

現物不動産 出資金
不特契約

不動産の保有に特化

特別目的会社（SPC）

事業参加者

（プロに限定）

不動産特定共同事業者 不動産特定共同事業者

【新たな大臣許可（第３号）】 【新たな大臣許可（第４号）】

（物件取得 売却業務 （販売勧誘）

（出資者）
業務委託

銀行、信託会社、生損保、

資本金５億円以上の大会社

等（省令で具体に規定）

〔第４号許可の要件〕

（物件取得・売却業務、 （販売勧誘）

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務等）

〔第３号許可の要件〕 〔第４号許可の要件〕

○左記に加え、

金融商品取引法の登録（第二種業登録）を有していること

〔第３号許可の要件〕

○宅地建物取引業の免許を有していること

○役員が暴力団員でないこと

○事務所ごとに業務管理者を配置すること

○資本金が一定額以上であること

○過去５年以内に不特事業に関して不正な

行為をしていないこと

〔事業者への規制〕

○信義誠実義務

○投機的取引の抑制

○名義貸しの禁止

〔事業者への規制〕

○左記に加え、

財産の分別管理が確保されていない場合の売買

の禁止等の金商法の第二種金融商品取引業に

係る規定が適用○ＳＰＣとの間の取引規制 係る規定が適用


